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はじめに 

 

「国営土地改良事業等におけるBIM/CIM活用ガイドライン（土工編）（案）」（以下「NNガイド

ライン（土工編）」という。）は、国営土地改良事業等に携わる関係者（発注者、受注者等）が建設

生産・管理システムの各段階でBIM/CIM（Building/Construction Information Modeling, 

Management：ビムシム）を円滑に活用できることを目的に、以下の位置づけで作成したもので

ある。 

 

【NNガイドライン（土工編）の基本的な位置づけ】 

 これまでのBIM/CIM活用業務及び活用工事で得られた知見やソフトウェアの機能水準等を踏ま

え、BIM/CIMの活用目的、適用範囲、BIM/CIMモデルの考え方、BIM/CIM活用の流れ、各段階

における活用等を参考として記載したものである。 

 BIM/CIMモデルの活用方策は、記載されたもの全てに準拠することを求めるものではない。NN

ガイドラインを参考に、適用する事業の特性や状況に応じて発注者・受注者等で判断の上、

BIM/CIMモデルを活用するものである。 

 詳細設計における最終的な設計成果物として納品するBIM/CIMモデルの詳細度及び属性情報等

については、国土交通省が策定した『３次元モデル成果物作成要領（案）』において示されている

が、ここで示されているものは最終的な設計成果物に至るまでの各段階における目安を示したも

のであることに留意されたい。 

 国営土地改良事業等においてBIM/CIMを実践し得られた課題への対応とともに、ソフトウェア

の機能向上、関連する基準類の整備に応じて、引き続きNNガイドラインを継続的に改善、拡充

していく。 
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【ＮＮガイドライン（土工編）の構成と適用】 

表 1 ＮＮガイドラインの構成と適用 

構成 適用 

第１編 
共通編 

第１章 総論 国営土地改良事業等の各段階（測量・調査、設計、施

工、維持管理）でBIM/CIMを活用する際の共通事項に

ついて適用する。 

第２章 測量 

第３章 地質・土質モデル 

第２編

土工編 
１ 総則 国営土地改良事業等における土工を対象に、

BIM/CIM対業務及び工事へ適用すること、設計段階で

BIM/CIMモデルを作成し、施工段階でBIM/CIMモデル

をICT活用工事に活用する際に適用すること、更には、

調査・設計・施工のBIM/CIMモデルを維持管理に活用

する際に適用する。 

なお、ダム、ほ場整備、ため池改修といった大規模土

木工事が想定される工種においては、各工種編を適用す

ることを基本とし、必要に応じて本ガイドラインを参照

すること。 

２ 測量及び地質・土質 

３ 設計 

４ 施工 

５ 維持管理 

第３編 ほ場整備工編 ほ場整備工（ほ場整地工、農道・畦畔・進入路、水路工、

暗渠排水工）を対象にBIM/CIMを測量・調査、設計、施

工、営農・維持管理の各段階で活用する際に適用する。 

 

【本ガイドラインの対象】 

BIM/CIMの導入によって、２次元図面から３次元モデルへの移行による業務変革やフロントロ

ーディングが行われ、合意形成の迅速化、業務効率化、品質の向上、ひいては生産性の向上等の

効果が期待される。 

なお、本ガイドラインでは、現行の契約図書に基づく２次元図面による業務・工事の発注・実

施・納品を前提に、これまでのBIM/CIM試行事業で取り組まれた実績と知見を基に、以下を対象

に作成している。 

 農業農村整備事業における設計・施工分離発注方式による業務、工事 

 BIM/CIMの活用に関する知見を蓄積してきた分野：土工 

 

 BIM/CIMの導入・実施状況を通じて、更なるBIM/CIMの効果的な活用方策の検討を行うとと

もに、実運用上の課題に対して、必要な取り組み・対策検討や、その対応策を踏まえた内容改定

を随時行っていく。また、対象分野の拡大、多様な入札契約方式への適用の検討も進めていく。

なお、農業農村整備事業を前提に記述しているが、BIM/CIMの考え方や活用策については、今後

の地方公共団体等でのBIM/CIMの展開にも期待できる。 
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1．総則 

1.1. 適用範囲 

 

NNガイドライン（土工編）は、国営土地改良事業等における土工のBIM/CIM活用業務及

びBIM/CIM活用工事を対象とする。また、点群データの取得等、３次元モデルのみを取り扱

う場合であっても、後工程において３次元モデルを活用可能であることから、NNガイドライ

ン（土工編）を準用する。 

 

【解説】 

国営土地改良事業等における工事の土工を対象にBIM/CIMの考え方を用いて測量・調査、設

計段階でBIM/CIMモデルを作成すること、作成されたBIM/CIMモデルを施工段階に活用する

こと、更には測量・調査、設計、施工のBIM/CIMモデルを維持管理段階に活用する際に適用す

る。 

施工段階から BIM/CIM モデルを作成・活用する場合も適用範囲とする。また、上記の工種、

工法以外への参考とすることを妨げるものでない。 
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1.2. 全体事業における BIM/CIM 活用の流れ 

 

BIM/CIM 活用業務又は BIM/CIM 活用工事の実施に当たっては、前工程で作成された

BIM/CIM モデルを活用・更新するとともに、新たに作成した BIM/CIM モデルを次工程に引

き渡すことで、事業全体で BIM/CIM モデルを作成・活用・更新できるようにする。 

 

【解説】 

国営土地改良事業等における設計、施工において、各段階の地形モデル、地質・土質モデル、

線形モデル、土工形状モデル、構造物モデル等の作成、活用、更新する流れと、設計、施工で作

成したBIM/CIMモデルを維持管理に活用する流れを図1-1に示す。 
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≪BIM/CM モデル作成・活用の流れ≫ 

 

 

 

図 1-1 BIM/CIM モデルの作成・活用・更新の流れの例【土工】
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1.3. モデル詳細度 

発注者からの３次元モデル作成の指示時、受発注者間での３次元モデル作成の協議時には、

NN ガイドラインで定義した BIM/CIM モデル詳細度を用いて協議するものとする。 
作成・提出する３次元モデルについて、そのモデルの作りこみレベルを示す等の場合には、

NN ガイドラインで定義した BIM/CIM モデル詳細度（および必要に応じて補足説明）を用

いて表記するものとする。 
地質・土質モデルに対しては、BIM/CIM モデル詳細度を適用しない。 

 
【解説】 
工種共通のモデル詳細度の定義は、「NNガイドライン（共通編）」に示すとおりである。土工

におけるモデル詳細度の定義を次に示す。 
BIM/CIMモデルの作成・活用時の受発注者協議等は、次の定義及びNNガイドライン（土工編）

「３ 設計」～「５ 維持管理」を参考に用いるものとする。なお、詳細設計の最終成果物として

作成するBIM/CIMモデルの詳細度は国土交通省が策定した『３次元モデル成果物作成要領（案）』

を参考にするものとする。 
詳細度を適用しない地質・土質モデルの作成・活用に関する基本的な考え方は以下の通りとす

る。 
地質・土質モデルを作成することで、本体構造物と地質・土質構成等における位置関係の立体

的な把握が可能となり、各段階の地質・土質上の課題や地質・地盤リスク（※）を関係者間で共

有することにより、追加すべき補足調査や計画立案に関する検討を円滑に進めることが期待でき

る。 
しかしながら、地形や構造物等のモデルが実際の形状を表現したものであるのに対して、地質・

土質モデルは地質・土質調査の成果から推定された分布や性状を表現しているものであることか

ら、使用された地質・土質情報の種類、数量及びモデル作成者の考え方など様々な条件に依存し、

不確実性を含んでいるモデルである。したがって、地質・土質モデルの作成・活用に当たっては、

不確実性の程度やその影響について、関係者間で共有・引き継ぎを行う必要がある。なお、この

ような不確実性の取り扱いについては『土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイ

ドライン』が参考となる。 
 
また、地質・土質モデルの品質は、モデル作成時点における地質・土質調査の質と量に依存

するものであり、事業の進捗に応じて構造物等のモデル詳細度がより詳細になったとしても、

それに応じて地質・土質モデルの品質を必ずしも確保できないため、構造物等で適用する「詳

細度」と同様の考え方を適用することに無理があることから、地質・土質モデルに対しては「詳

細度」を適用しないこととする。 
 
（※）地質・地盤リスク：当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の影響。計

画や想定との乖離によって生じる影響。 
 
【参考】土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン：国土交通省大臣

官房技術調査課・国立研究開発法人 土木研究所・土木事業における地質・地盤リスクマネジメ

ント検討委員会 
https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html 
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表 1-1 BIM/CIM モデルの詳細度（案）【道路（道路土工部）】 

詳細度 共通定義 
工種別の定義 

土工部（道路）のモデル化 サンプル 

100 対象を記号や線、単純な

形状でその位置を示し

たモデル。 

対象位置や範囲を表現するモデル 
（道路）緩和曲線を含まない概略の

中心線のモデルで、道路幅員も含ま

ない。  

 

200 対象の構造形式が分か

る程度のモデル。 
標準横断で切土・盛土を

表現、又は各構造物一般

図に示される標準横断

面を対象範囲でスイー

プさせて作成する程度

の表現。 

構造形式が確認できる程度の形状

を有したモデル 
（道路）計画道路の中心線形と標準

横断面でモデル化。地形情報に応じ

て盛土・切土もモデル化する。  
  

300 附帯工等の細部構造、接

続部構造を除き、対象の

外形形状を正確に表現

したモデル。 

主構造の形状が正確なモデル 
（道路）詳細度200に加えて拡幅部

や非常駐車帯といった変化部を含む

土工部断面を設定し、地形情報に応

じた盛土・切土をモデル化する。ま

た、舗装構成のモデル化も行う。  
擁壁や函渠工といった大きな構造物

に対しては、その巻き込み形状・配

置を含めてモデル化。 交差点におい

ては正確な影響範囲が規定された形

状・配置をモデル化する。  

 

400 詳細度300に加えて、附

帯工、接続構造などの細

部構造及び配筋も含め

て、正確にモデル化す

る。 

詳細度300に加えて接続部構造や配

筋を含めてモデル化 
（道路）排水構造、安全施設、路面

標示といった付帯構造物等の形状、

配置も含めて正確にモデル化する。 

500 対象の現実の形状を表

現したモデル。 
設計・施工段階で活用したモデルに

完成形状を反映したモデル 
－ 

 

出典：土木分野におけるモデル詳細度標準（案)【改訂版】 社会基盤情報標準化委員会 特別委員会  

（https://www.jacic.or.jp/hyojun/modelsyosaido_kaitei1.pdf） 
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1.4. 属性情報等 

 
各段階における BIM/CIM の活用目的や内容に応じて、必要な属性情報等（属性情報及び

参照資料）を３次元モデルに付与する。 
 
属性情報とは、３次元モデルに付与する部材（部品）の情報（部材等の名称、形状、寸法、物

性及び物性値（強度等）、数量、そのほか付与が可能な情報）を指す。 
参照資料とは、BIM/CIMモデルを補足する（又は、３次元モデルを作成しない構造物等）従

来の２次元図面等の「機械判読できない資料」を指す。 
なお、数量に関する属性情報は『土地改良工事数量算出要領（案）』、その他の属性情報等は、

『３次元モデル成果物作成要領（案）』及び『NNガイドライン（共通編）』を参考に付与する。 
 

1.4.1. 属性情報の付与方法 

BIM/CIMモデルに付与する属性情報や付与方法については次のとおりとし、具体的な付与

方法、付与範囲は、受発注者間協議により決定する。 

属性情報の付与方法は、「３次元モデルに直接付与する方法」及び「３次元モデルから外部

参照する方法」がある。 

ここで言う「外部参照」とは、属性情報として活用できる電子ファイルの当該格納場所を

ハイパーリンクで関連付けることをいう。一般的に各ソフトウェアの機能としての「外部参

照」は、他のモデルの部品やアセンブリを引用することを意味することもあるので、NNガイ

ドラインにおける意味と混同しないように注意が必要である。 
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1.4.2. 付与する属性情報等 

（１） 土工 

ア 設計 

事業の進捗（構想設計、基本設計、実施設計等）に伴って取得される属性情報等につ

いて、下流工程（施工段階・維持管理段階）で活用できるよう、BIM/CIM モデルを作

成・活用した段階ごとに付与する。 

 

イ 施工 

発注者との事前協議結果を踏まえ、施工段階で更新したBIM/CIMモデルに各種の施

工段階の属性情報等を付与する。 

属性情報等の付与方法は、「３次元モデルから外部参照する方法」を基本とする。 

例えば、盛土工の３次元モデルに属性情報等を付与するには、３次元モデルの作成に

工夫が必要となる。管理対象や利用目的に応じて、盛土各層のサーフェスモデルを作成

したり、さらに要素別に細分化したボクセルモデルを作成し、それぞれの３次元モデル

に属性情報を付与する場合がある（図 1-2、図 1-3参照）。そのため、施工段階で属性

情報等を付与するには、設計段階から引き継がれたBIM/CIMモデルの修正、更新が必

要となる。 

 

施工段階におけるBIM/CIMモデルに付与する属性情報等としては、例えば以下の施

工情報やデータを用いた事例がある。 

・施工日、施工位置 

・施工層、転圧回数 

・盛土材料の種別 

・土質調査・試験データ 
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出典：「2019 施工 CIM 事例集」（日本建設業連合会） 

図 1-2 サーフェスモデルの例 

 

出典：「2017 施工 CIM 事例集」（日本建設業連合会） 

図 1-3 3D ボクセルモデルの例 
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1.5. BIM/CIM の効果的な活用方法 

 

事業の上流側となる調査・設計段階からBIM/CIMを活用することで、概略検討及び詳細設

計の効率化、検討内容の綿密化、設計品質の向上等が期待できる。 

また、BIM/CIMを活用することにより、施工管理効率化、施工計画検討の綿密化、関係者間

情報共有の円滑化、出来形管理の効率化等の効果が期待できる。 

更に、施工段階から提出されたBIM/CIMモデル、施工データについて、維持管理の日常点

検、定期点検等の場面での効果的な活用が期待できる。 

 

BIM/CIMの効果的な活用方法として、これまでの各種団体等より公開しているBIM/CIMの

事例集等を示す。 
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表 1-2 BIM/CIM 活用事例集一覧表 

 

BIM/CIM 事例集 

CIM 活用事例集（案）    

中部地整 ICT 活用工事ガイドブック（案） 

【応用編】多様な ICT の活用事例    
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1.5.1. 設計における活用方法 

 

道路設計におけBIM/CIM実施のポイントを次に示す。 

なお、BIM/CIMモデルの作成範囲や詳細度（目安）は、当該業務におけるBIM/CIMの活用

場面、活用目的を受発注者間で十分に協議した上で決定する。 

 

（１）道路設計 

道路設計の流れは、①道路概略設計により事業を実施しようとする区間において最適な路

線を選定することに始まり 、 ②道路予備設計 ( A ) により主要構造物計画及びルートの中

心線決定、③道路予備設計 ( B ) により実測路線測量図を用いて図上での用地輻杭位置の決

定、④道路詳細設計により詳細構造を設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成するこ

とで完了する（図1-4）。 
このように道路は、数年の設計段階を経て工事に至るものであるが、道路事業を円滑に推

進するためには、住民説明や関係行政機関との計画協議・合意形成などを十分に行い、供用

開始を勘案して効率的に業務を進めて行く必要がある。 

 

 

図 1-4 道路設計の流れ 
出典：「インフラ維持管理研究委員会報告書 第８編CIM分科会」 

（一般財団法人建設コンサルタンツ協会近畿支部） 

 
BIM/CIM は、２次元図面で表現が困難であったディテールを視覚的に理解できるため、

関係機関との協議・合意形成に有効であると考えられる。そのため道路設計では、特に関係

機関協議が伴う「道路予備設計( A ) 」および「道路予備設計 (B ) 」に着目して整理した。 
また、施工計画の可視化によるエラー防止にも有効と考えられる。さらに、必要に応じて

付属物等の詳細度を高くすることで、協議相手との相互理解が進み、協議が円滑に進行する
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ことも考えられる。 
BIM/CIM適用におけるメリットの例を以下に示す。 
 

ア 道路予備設計( A ) 
（ア）地形や構造物の３次元モデルによる現地状況・課題・コントロールポイント（地中構

造物等）の把握 

（イ）路線選定における比較案作成手間の軽減 

（ウ）走行安全性・景観性の評価 

（エ）土工数量の自動算出 

（オ）３次元モデルによる視覚化の向上 

（カ）次工程への引継ぎや設計意図の伝達 

イ 道路予備設計(B) 
（ア）任意箇所の縦・横断地形作成 

（イ）精度の高い用地幅杭計画 

（ウ）建築限界チェック 

（エ）鳥瞰図、走行シミュレーション等による施工後の景観，日照などの確認 

ウ 道路詳細設計 

（ア）施工手順の明示、機械配置などの施工ヤードの可視化 

（イ）仮設ヤードの明確化と借地範囲の確定 

（ウ）交差点・ICの視距，標識視認性の明確化による交通管理者・道路管理者等との協議の

円滑化 

（エ）地下埋設物など、占用物件との離隔確認 
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1.5.2. 施工における活用方法 

 

道路土工はじめ土地造成工事、舗装工等も含めた土工事の施工段階におけるBIM/CIM活用

の目的と活用場面について次に示す。 
なお、BIM/CIMモデルの活用範囲や活用方法については、受発注者間で十分協議した上で

決定する。 

 

（１）施工計画・工事測量への活用 

工事の施工計画段階におけるBIM/CIMモデルの活用場面として、切盛土形状の可視化や干

渉チェック、施工ステップの検討、仮設計画などが挙げられる（表1-6参照）。 
切土・盛土の計画形状をBIM/CIMモデルにより３次元可視化すると、地形や周辺立地との

関係を把握しやすくなり、切盛土計画を関係者協議や住民説明等の合意形成に有効である。

また、工事区域と隣地境界との干渉または不整合の有無の確認や構造物との取り合いの確認

にBIM/CIMモデルを活用すると、確認作業がより確実になる。さらに、工事用道路や仮設ヤ

ードの造成計画なども、BIM/CIMモデルを用いると施工計画の立案が簡単にでき、かつ受発

注者や工事関係者との理解、共有がしやすくなる。 
また、起工測量においては、UAV（無人航空機）やTLS（地上レーザースキャナ）などの

３次元測量を行えば、広範囲の現況地形測量を効率的にかつ省人・省力で行うことができる。

その３次元測量結果と３次元設計データを用いると、土配計画に対しても効率化が期待でき

る。 
 

（２）出来形管理への活用 

情報化施工技術活用工事においては、出来形管理を３次元測量を用いて行われる。３次元

測量の方法には、空中写真測量（無人航空機）、レーザースキャナー、トータルステーショ

ン、トータルステーション（ノンプリズム方式）、RTK-GNSS、無人航空機搭載型レーザー

スキャナー等を用いた方法がある。３次元設計データと３次元出来形測量結果と対比させる

ことにより、面的な出来形管理を効率的に行えるようになる。 

 

（３）ICT 施工への活用 

３次元MC・MGブルドーザや３次元MC・MGバックホウなどのICT建設機械による施工に

当たっては、３次元設計データを用いて、３次元データを施工機械に入力して施工を行う。 
ICT施工により、丁張りレスや敷き均し、掘削整形作業が省人・省力化になるとともに、熟

練オペレータでなくても精度よい施工が可能になるなどのメリットも期待できる。 
 

（４）土量数量算出 

施工計画において、３次元データを利用して切土量・盛土量を算出できる。３次元起工測

量によるTINデータと３次元設計のTINデータとの差分を計算することで、土量計算を行う

ことができる。 
また、３次元起工測量の結果、現地形が設計段階の地形と異なる場合には、３次元データ

を用いることで切土・盛土の変更数量算出も容易になる。 
3D-CAD等を用いた土量算出は、国土交通省「土木工事数量算出要領（案）、１章 基本事

項1.2 数量計算方法および1.10 ３次元モデルによる数量算出方法」を参考として行う。土工

（掘削、盛土）や残土処分の数量は、３次元地盤モデルに現地盤線や施工基面（計画路床面・

河床面）等を表現した土工形状モデルや構造物モデル等を重ね合わせ、その体積の差分等に

より算出する。数量計算手法には、下記のものがある。 
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ア 点高法 
イ TIN分割等を用いて求積する方法 
ウ プリズモイダル法 
※「土木工事数量算出要領（案）1.10 ３次元モデルによる数量算出方法」を参照また、平

均断面法による土量計算機能を有するソフトもある。 

 

 
図 1-5 土構造物の数量算出に用いる３次元モデルのイメージ例 

出典：「土木工事数量算出要領（案）」(国土交通省)) 

 

（５）岩線計測 

受注者は、土軟岩区分の確認のために、必要に応じて岩質の境界面について地形測量を実

施する。受注者が作成した岩線計測データは、当該工事の設計形状を示す３次元設計データ

について監督職員と協議を行い、設計図書として位置付けて設計変更の根拠資料とすること

ができる。 

但し、地形計測の精度によるが、岩線は想定線であることに留意する。 
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図 1-6 設計変更（岩区分）のための数量算出イメージ 

出典：「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）」(国土交通省) 

 

（６）３次元可視化による活用 

土構造物の施工計画、施工に際して、３次元モデルを利用して計画する土構造物を３次元

可視化することにより、表 1-6 のような場面に BIM/CIM モデルを活用できる。 

 

表 1-6 土工の施工計画、施工における３次元モデルの活用場面の例 

活用目的 活用場面 活用効果 
①土構造物形状の３次元可 
視化による情報共有と理解 
促進 

・ 発注者・関係者との協議 
・ 住民説明会 
・ 現場見学者への説明 

・  ２次元図面で説明するより
も、理解が早い。 

・ 合意形成が迅速になる。 
・ VR、AR 等を活用するとより

臨場感が高くなる。 
② 干渉チェック 
施工ステップ図 
 

・ 工事区域と隣地境界との干渉
または不整合の確認 

・ 構造物との取り合い関係の確
認 

・ ３次元施工ステップ図 
・ 埋設管の確認 

・ 工事全線で確認できる。 
・ 立体的な位置関係の確認が容

易にできる。 
・ CIMモデル間の位置関係から

施工時点での干渉有無が確認
できるが、CIM モデルに時
間データを追加することで、
施工の進捗に伴う立体的な位
置確認が可能となる。 

・ AR 等で埋設物の見える化が
できる。 

③ 仮設施工計画 ・ 工事用道路や仮設ヤードの造
成計画などの仮設計画を3 次
元モデル上で行う 

・ 足場や通路など安全設備の検
討 

・ 施工検討や土量算出が容易に
なる。 

・ 現場での最適な重機や資機材
の選定、最適な施工手順の計
画が可能となる 

・ 安全面でもより具体的な検討
ができる。 

④ 地質・土質構造の可視化 ・ ボーリング位置と地形との関
係把握 

・ 土質区分の境界面の可視化 
・ 土質毎の土量数量算出 
・ 地質リスクの検討 

・ 地質・土質状況の理解促進 
・ 土量計算の容易化 
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（７）品質管理における活用 

３次元モデルを利用して属性情報に盛土構造物等の品質管理データや施工管理情報を付加

することで、施工管理業務の効率化や維持管理業務の効率化を期待できる。 
施工管理情報には、ICT建機から得られる転圧管理データや施工条件、施工日時、転圧回数

などが挙げられる。品質管理データには、盛土材料の種類や土質試験データなどが挙げられ

る。盛土施工の施工情報や品質管理データを３次元モデル上で可視化することにより、施工

状況などの全体像の把握が容易になる。 
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2. 測量及び地質・土質調査 

 

測量段階では、設計段階で作成する地形モデルの基となる 3 次元データを取得する。また、

地質・土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、地質・土質モデル

を作成することを基本とする。 

 

【解説】 

測量段階では、測量精度が必要とされる範囲を対象とし、設計段階で作成する地形モデルの

基となる３次元データを取得する。 

地質・土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、地質・土質モデ

ルを作成することを基本とする。なお、地質・土質モデルを活用する目的・用途を踏まえ、モ

デルの精度向上のために追加の地質・土質調査について、必要に応じて計画・実施することに

留意する。 
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2.1.  測量成果（３次元データ）作成指針 

 

農林水産省が発注する国営土地改良事業等の公共測量業務（航空レーザ測量、空中写真測

量、路線測量、現地測量等）において、それぞれの測量手法について規程・マニュアルにて

定める成果物に加え、3 次元データを作成する。 

【解説】 

測量段階で受注者が作成を行う土工分野における３次元データの基準を次表に示す。 

 

表 2-1 測量段階で作成する 3 次元データ 

  

項目 公共測量 

測量手法 

既成成果 

現地測量、地上レーザ測量、車載写真レーザ測量、UAV 写真測量、空中写真測

量、航空レーザ測量、地上レーザ点群測量、UAV 写真点群測量 

作成範囲 
土工部及びその周辺地形 

主要な構造物 

作成対象 地表面及び主要な構造物 

地図情報レベル

（測量精度） 

地図情報レベル 250,500,1000,2500 

点密度 

（分解能） 

各測量手法は、位置精度、点群密度、経済性、樹木伐採の必要性等、得手不得手が

あることから、目的に応じて測量手法の使い分けや、組合せが必要である。また、

面的な３次元計測手法では、コントロールポイントとなる境界線、構造物のエッジ

等でピンポイントでの測量には向かないため、従来から存在する TS 手法等を組み

合わせる必要がある。 

よって、設計段階におけるレベル詳細度に合わせて使用する計測技術と合わせて

点群密度を設定する。 

保存形式 CSV 又は LAS 形式 

保存場所 /SURVEY/CHIKEI/DATA 

要領基準等 

機器及び作業方法に関する特例として農林水産省測量作業規程 16 条の適用によ

り以下の要領等に従い実施する。なお、各要領については最新版を利用すること。 

※1：LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアル 

※2：i-Construction 推進のための３次元数値地形図データ作成マニュアル 

※3：UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案） 

※4：車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアル 

※5：航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル 

※6：三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案） 



 

21  

 

 

 

項目 公共測量 

備考 

※1：LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアルは、LidarSLAM 技術を用い

たレーザスキャナを使用したオリジナルデータの作成及び点検方法と、オリ

ジナルデータを編集して作成するその他の成果（グラウンドデータ、グリッ

ドデータ、等高線データ、数値地形図データ）の作成について、作業手順等

を定めている。 

※2：i-Construction 推進のための 3 次元数値地形図データ作成マニュアルは、無

人航空機(UAV)写真測量による空中写真や、UAV レーザ測量による 3 次元

点群データを用いて地図情報レベル 500～1000 の 3 次元図化を行う場合

の、精度確保のための工程や全体の作業手順等を定めている。 

※3：UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）は、UAV 搭

載型レーザスキャナを用いて測量を行う場合の、精度確保のための工程や全

体の作業手順等を定めている、一方、機器によって性能や個体差が異なるこ

とから、測量に使用する前に、機材の特性や作成されるデータの品質を確認

することが必要である。 

※4：車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアルは、車載写

真レーザ測量システムを用いて三次元点群測量を行う場合の、精度確保のた

めの工程や全体の作業手順等を定めている。 

※5：航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアルは、航空レーザ測深機を用い

て測量を行う場合の、精度確保のための工程や全体の作業手順等を定めてい

る。 

※6：三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）は、三次元点群デ

ータから地形モデルを作成し、 任意の位置の断面図を作成するための標準

的な測量方法を定めている。 
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【活用事例】 

土工の基本設計及び実施設計での利用を目的として、UAV 写真点群測量（図 2-1）及び地上

レーザ点群測量（図 2-2）により、3 次元点群を作成した。 

本事例の特徴として、UAV 写真点群測量で取得が困難な高架下を地上レーザ点群測量で取得

を行った。また、詳細度 300 に対応できるように、地図情報レベル 500 の 3 次元点群とし、3

次元点群の点密度については、UAV 写真点群測量約 40 点/ｍ2、地上レーザ点群測量約 6,500 点

/ｍ2程度のデータを用いて行った。 

 

 

図 2-1 UAV 写真点群測量の例 

 
図 2-2 地上レーザ点群測量の例 
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図 2-3  UAV 写真点群測量と地上レーザ点群測量の合成した例 
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2.2. 地質・土質モデル作成指針 

 

設計、施工等に必要な地質・土質調査を実施するとともに、受発注者協議において決定し

た内容に基づき、地質・土質モデルを作成する。 

 

【解説】 

受発注者協議では、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果とともに、以

降に示す地質・土質モデルの活用目的と作成指針を参考に、地質・土質モデルの作成有無・作

成範囲、作成対象のモデル、保存形式を決定するものとし、必要に応じて作成対象とするモデ

ル種別を協議・選定する。 

 

 

（１）地質・土質モデルの活用目的 

各段階の地質・土質調査の目的・内容と、地質・土質モデルの主な活用目的を表 2-1 に示

す。 

各段階で利用可能な BIM/CIM モデル、地質・土質モデルを 3 次元空間に配置することで、

相互の位置関係の把握が容易になり関係者協議の円滑化が期待できるとともに、各段階の地

質・土質上の課題や地質・地盤リスク（※）を関係者間で共有する等の措置を講じることで、

対策検討に関わる意志決定の迅速化等の効果が期待できる。 

ただし地質・土質モデルは、使用された地質・土質情報の種類、数量及びモデル作成者の

考え方など様々な条件に依存し、不確実性を含んでいるモデルであるため、作成・活用にあ

たっては、不確実性の程度やその影響について、関係者間で共有・引き継ぎを行う必要があ

る。なお、このような不確実性の取り扱いについては『土木事業における地質・地盤リスク

マネジメントのガイドライン』が参考となる。 

 

（※）地質・地盤リスク：当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の 

影響。計画や想定との乖離によって生じる影響。 

https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html 

 

【参考】土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン：国土交通 

省大臣官房技術調査課・国立研究開発法人 土木研究所・土木事業における地質 

地盤リスクマネジメント検討委員会 
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表 2-2 地質・土質モデルの活用目的【道路土工の例】 

段階  
地質・土質調査の目的・内容  

地質・土質モデルの主な活用目的  
目的  内容  

概略設計の

ための調査 

・路線選定のための広

範囲で大局的な調査  

［机上調査］  

①資料収集  

②資料整理  

③地形判読  

［現地調査］  

①現地踏査  

・地形・地質・土質概要の把握と問題点の抽

出 

①地形・地質調査（文献、地形・地質図、

空中写真他）  

②災害履歴調査  

③被害想定資料調査  

④既往地盤調査資料の調査  

⑤地下水，自然環境調査  

⑥現況の切土，盛土の状況把握 

・予備調査計画立案  

予備設計た

めの調査  

構造形式、施工法検討

のための全般的な調

査  

［机上調査］  

①資料収集  

②資料整理  

③地形判読  

［現地調査］  

①現地踏査  

②原位置調査・試験  

（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、検層等）  

③室内試験  

・地質（地層）構成の把握  

・地盤の挙動の把握  

・各地質（地層）の物性値概略把握  

・詳細調査計画立案  

・地下水状況調査  

・環境関連調査  

詳細設計の

ための調査 

細部構造検討及び施

工法決定のための密

度の濃い調査  

①現地踏査  

②探査・原位置調査（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、検層） 

③室内試験 

④地下水関連調査 

・地質（地層）構成の設定  

・地盤の挙動の把握  

・各地質（地層）の設計用定数値の設定  

・地下水位等の施工法決定に係わる条件の設

定  

・補足調査計画立案  

補足調査  構造細部検討でまだ

不足するものや、工費

縮減を図るための調

査  

同左に加え、特殊調査・試験  ・地質（地層）構成の設定  

・各地質（地層）の設計用定数値の設定  

・地下水位等の施工法決定に係わる条件の設

定  

・施工時及び維持管理段階調査計画立案  

施工時調査 設計時の調査では不

十分で、設計条件の確

認及び施工管理用に

用いるための調査  

同左に加え、観測及び計測調査   

維持管理時

調査  

維持管理において必

要とされる調査  

①現地調査  

②原位置試験  

③観測・計測  

④室内試験  
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（２）地質・土質モデルの作成指針 

土工における地質・土質モデルの作成指針を次に示す。 

地質・土質モデルは、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果を基に作

成する。作成した地質・土質モデルには推定を含むことや、設計・施工段階へ引き継ぐべき

地質・土質上の課題について、「BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート」（巻末参考

資料参照）へ必ず記録するとともに、「３次元地質・地盤モデル継承シート」（「NN ガイドラ

イン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル」参照））なども活用し、継承するも

のとする。 
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表 2-3 地質・土質のモデル作成指針【道路土工の例】 

段階 ２次元成果等 モデルの作成対象・作成内容 モデルの主な活用場面 

概略設計
のための
調査  

・地質（平面）図  
・各種ハザードマップ  
・基盤地図情報数値標高モデル

5m/10mメッシュ  
・地すべり  
・活断層マップ  
・法令指定等区域の確認結果  

必要に応じて、以下を作成する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図）  
・座標を有するテクスチャモデルとする。  
・必要に応じて地すべり分布図等を貼り付ける。  

・路線選定検討  
・関係者間協議  
・住民説明  
・後続調査計画立案  

予備設計
のための
調査  
(1/5000 

～ 
1/2000) 

・地質（平面）図  
・空中写真判読図  
・ボーリング柱状図  
・物理探査結果  
・地質縦断図  
・地質横断図  
・基盤地図情報数値標高モデル

5m/10mメッシュ  
・中心線形  
・航空レーザ測量図  
・化学分析（土壌・水質）  
・水文調査（水位状況）  

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図） 

空中写真判読結果も表示する。  
②ボーリングモデル  

打設位置/方位角/打設角等を正しく表示する。  
③準３次元地質断面図 ＊縦断図  

中心線形を通る鉛直曲面に、縦断図を貼り付け
る。  

④準３次元地質断面図 ＊横断図  
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼
り付ける。  

・必要に応じて物理探査結果も併せて表示する。

・路線検討（変更等）  
・関係者間協議（地質リス
クの抽出・絞込み・評価）

・住民説明  
・詳細調査計画の立案  
・環境保全計画  
・景観の概略検討  
・地下水対策の検討  

詳細設計
のための
調査  
(1/1000 

～ 
1/200） 

・ボーリング柱状図・  
・地質（平面）図  
・物理探査結果  
・中心線形  
・地質縦断図  
・地質横断図  
・基盤地図情報数値標高モデル
5m/10mメッシュ  
・航空レーザ測量図  
・材料調査結果  
・水文調査結果  

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成、又は更
新する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図）  

空中写真判読結果も表示する。  
②ボーリングモデル  

打設位置/方位角/打設角等、正しく表示する。  
③準3次元地質断面図 ＊縦断図  

・中心線形を通る鉛直曲面に対し、縦断図を貼り
付ける。  

・設計・施工上の留意点等を記載した帯図を、必
要に応じて付ける。  

④準３次元地質断面図 ＊横断図  
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼
付ける。  

・必要に応じて物理探査結果も併せて表示する。
⑤盛土沈下、切土安定性、地すべり、重金属分布な
ど目的と必要性に応じて３次元モデルを作成す
る  

・施工方法の検討  
・関係者間協議（地質リス
クの評価・共有）  

・住民説明  
・補足調査計画の立案、  
・工事施工計画立案  
・施工時に想定される地
質リスク抽出  

・安定検討  
・環境影響評価  
・将来計画の調整  
・盛土切土などに応じた
設計  

施工  追加調査等を実施した場合、必要に応じてモデルを更新する。  工法変更、安全対策討、関
係者間協議、追加調査の検
討  

（参考） 
維持管理  

施工記録に基づき、地質・土質モデルを発注者が更新する。  変状等に対する原因究明、
調査・計測計画の立案、対
策工検討  
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出典：CIM 対応三次元地盤モデル委員会 第３回委員会資料 

図 2-1 河川堤防（堤防地質縦断図、横断図、ボーリング 

   （推定・解釈））の準３次元地盤モデルの表示例 
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3. 設計 

 

設計段階では、前工程から引き継がれたBIM/CIMモデルを更新又は新たにBIM/CIMモデル

を作成し、このBIM/CIMモデルを活用して設計業務の効率化・高度化に取り組むものとする。 

 

【解説】 

調査（事業計画）、設計段階では、前工程で得られた成果を活用し、土工の設計成果として

BIM/CIMモデルを作成する。 

 

また、BIM/CIMモデルを活用して設計業務の効率化・高度化に取り組むことを推奨する「活

用項目」を、「設計業務照査の手引書（案）」に基づき各設計業務内容から選定し、3.2に事例

として記載した。 

この「活用項目」では、従来の２次元情報に基づき行っていた設計業務における照査・確認

業務のうちBIM/CIMモデルを活用して形状情報を立体的に把握し、また、関連する情報を属性

情報等として付与することで情報の利活用性を向上させ、高度化、効率化が図られることが期

待される項目を「設計業務照査の手引書（案）」の照査項目等を参考に設定し「確認内容」とし

て選定し、その際に活用するBIM/CIMモデルの要件を目安として整理している。 

なお、記載している事例は活用を推奨しているものであること、また、活用するBIM/CIMモ

デルの要件については目安であることに留意し、必要に応じて受発注者間で事前協議等を行う

ものとする。 

 



 

30  

3.1. BIM/CIM モデル作成 

3.1.1. 土工の BIM/CIM モデルの基本的な考え方 

 

（１）土工モデル作成対象 

作成するBIM/CIMモデルは、地形モデル、地質・土質モデル、土工形状モデル、施設等の

構造物モデルを作成する。なお、その他のモデルについては、その活用目的に応じた形状や

詳細度に応じた形状で作成する。 

また、施工時に配慮すべき事項（環境、用地等）や留意事項（地下埋設管、用地境界等）

についても施工者に伝達されるようわかりやすく明記することが望ましい。 

  

【解説】 

BIM/CIMモデルの構成として、大きく「地形（現況）のBIM/CIMモデル」、「地質・土質モデ

ル」、「土工（計画）のBIM/CIMモデル」、「構造物（計画）のBIM/CIMモデル」に分けて、更に

BIM/CIMモデルは形状を示す「３次元形状データ」と情報を示す「属性データ」から構成する。

なお、事例については各工種編も参照すること。 

 

 

（２）モデルの品質（精度及び確度） 

土工のBIM/CIMモデルでは、土工と構造物の位置を明示することが重要となる。このため、

土工計算書等との差異が生じないようにモデルを作成する。 

 

【解説】 

施工者へのデータ受渡し情報として、施工に直結する土工情報（法線、標高情報、断面構成

情報）は、２次元詳細設計情報と差異が生じないような精度のモデルを作成する。また、埋設

配管などの施工管理用での重要情報も同様な取扱いとする。なお、参照する図面の位置や形状

の精度確度が保障されていないものについては、その旨を明記する。 

 

 

（３）施設構造モデルの詳細度（作り込み度） 

土工モデルでは、構造物本体工は、その他附帯施設との取り合い等を確認できる外形モデ

ルを作成する。 

 

【解説】 

土工モデルは、土工と構造物の位置、取り合いが対象となり、施設構造は外形レベルと

し、詳細諸元は３次元情報で対応するものとする。 

以上のとおり、大部分は施工時に受渡しによる手戻りが生じないための必要となる設計

データや設計条件の可視化、その他住民説明のためのモデル作成であり、数量算出や干渉
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確認、合意形成のためのイメージなど用途に応じて設計対象物の形状、要素の正確さを使

い分けるものとする。 

 

 

（４）２次元測量成果に基づく BIM/CIM モデル作成 

設計に使用する測量成果が２次元成果である場合は、それぞれの必要条件に応じて

BIM/CIMモデルを作成するものとする。 

 

【解説】 

各業務条件に応じて、BIM/CIMモデル作成を行う。モデル作成における基本的な考え方を次

に示す。 
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表 3-1 BIM/CIM 設計における対応例 

段

階 
 測量 設計 施工 

２
次
元
測
量
成
果
に
お
け
る
３
次
元
成
果 

ケース

① 
TS測量 ２次元設計成果を３次元図

化 
現況地形（２次元）、情報化

施工用の基礎データのみ受

渡し 
ケース

② 
・TS測量からの３次元地形 
・LPデータ 
・UAVを用いた測量データ 

現況地形+２次元設計成果

から３次元図化 
※現況地形：TS測量使用又

はLPデータ使用 

現況地形及び情報化施工用

の基礎データを受渡し 

モデル作成における留意事項 
【ケース①：２次元設計成果から３次元モデル作成】 

A) 本ケースの基本は、２次元測量成果から２次元設計を行い、２次元設計成果から３次元図化

を実施。 
B) 本ケースの３次元図化は、設計成果のみとなり、現況地形をモデル化しない。 
C) 堤防の３次元設計モデルは２次元成果に基づいており、情報化施工への受渡しデータとして

課題はない。 
D) モデルは、「線形の３次元モデルと横断図を３次元的に合成した骨格構造モデル（スケルト

ンモデル）「横断図と平面・縦断線形から作成したサーフェスモデル等の３次元モデル」が

想定される。 
【ケース②：２次元測量成果からの３次元地形を用いた３次元モデル作成】 

A) ２次元測量成果に補完するデータ等を活用して３次元地形に変換して、その３次元地形デー

タを用いて３次元モデルを作成する。 
B) 設計に用いる地形データは、「TS測量」に対して、「②TS測量から発生させた３次元地形」

「③事務所等で取得している航空レーザ測量成果による補完」、「④UAV等での３次元計測

データによる補完」が考えられる。②は縦断方向の間隔が粗い３次元データ、③④が３次元

データとなる。 
C) ②は概略の３次元形状を把握するレベルであり、③④が住民説明会レベルの３次元データと

なる。 
D) ③のLPデータは、入手しやすいデータとしては国土地理院が公開している5mメッシュ標高

があるが、河川付近の微地形を十分に反映できないため、可能なら1mメッシュ標高程度のデ

ータが望ましい。 
E) なお、④UAV等を詳細設計に活用する場合は、マニュアルに従う（UAVを用いた公共測量

マニュアル（案））。 
F) 図化は情報化施工用を基本に、必要に応じて住民等への合意形成用途が想定され、それぞれ

の用途に応じて適切な３次元モデルを作成する。 

３
次
元
に
よ
る
設
計 

・３次元測量 ・３次元設計 

※情報化施工用の基礎デー

タ 

・現況地形及び情報化施工用

の基礎データを受 

渡し 

３次元 
A) ３次元測量成果を用いて設計当初から３次元による設計を進める。 
B) 施工段階では情報化施工用データを施工区間に応じて加工して用いる。 
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3.1.2. 土工 BIM/CIM モデル作成指針 

土工のBIM/CIMモデル（形状）の作成方針を次に示す。なお、過度な作りこみはモデルの操

作性が悪くなることを招くため、モデルを作成する際は、必要性及び使用目的に応じてモデル

化の範囲、詳細度等を発注者・受注者で協議・設定することに留意する。 

 

表 3-2 土工の BIM/CIM モデルの作成指針（形状） 

モデル 作成指針 

地形モデル  国土地理院・基盤地図情報※（数値標高モデル）のデータから、TIN形式で作成

する。なお、JGD2011の5mメッシュを基本とし、それが整備されていない地域で

は10mメッシュを使用する。 
 詳細設計でのBIM/CIMモデル作成は、レーザースキャナー等から計測された3
次元点群データを利用する。 
【注意事項(軽量化)】 
 地形データを詳細に作成しすぎると、操作性が悪くなることがあるため、モデ

ル化の範囲、詳細度を十分に検討して作成する。 
地質・土質モデル  地質・土質調査成果に基づき、ボーリング柱状図モデル、地質平面図モデル、

準3次元地質縦断図、準3次元横断面図モデル等を作成又は更新することが望まし

い。なお、詳細な地質・地盤解析を行う場合等において、3次元地盤モデル（サー

フェスモデル・ボクセルモデル）を作成する場合、入力データ（座標値を持つ）や

モデル作成の考え方、使用した地層補間アルゴリズム（及びそのパラメータ）等

も明記した資料・データも添付する。 
【注意事項】 
 地質・土質モデルは推定を含むモデルであり不確実性を含んでおり、地質・土

質や推定に起因する設計・施工上の課題（地質リスク）や留意事項は、事前協議・

引継書シートに記載して引き継ぐこととする。 
土工形状モデル  「LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準の運用ガイドライン（案）」

（国土交通省大臣官房技術調査課）を参考に3次元設計データを作成する。 
【注意事項（過度な作り込み）】 
 土工形状モデル作成は設計対象範囲とし、既設構造物・埋設物・付属物等の現

況再現は必要最低限度とする。 
統合モデル  地形モデル、土工形状モデル及び地質・土質モデル等のBIM/CIMモデルやその

他の電子情報(イメージデータ、GISデータ等）を統合して作成する。住民説明等

の利用目的に応じて、関連して整備される道路等もモデル化する。 
※ 国土地理院・基盤地図情報：http://www.gsi.go.jp/kiban/ 
 

【解説】 

国内で利用可能な地形データは、国土地理院・基盤地図情報（数値標高モデル）5mメッシュ

(標高)、10mメッシュ(標高)等がある。その他、一般的には電子データとして提供されていない

が、等高線、標高値等の情報もある。道路土工・河川土工等で利用する地形データは、高い精

度を必要としていないが、広いエリアを必要とする。国土地理院・基盤地図情報（数値標高モ

デル）5mメッシュ(標高)は、一部カバーしていない地域があるが、国土地理院・基盤地図情報

（数値標高モデル）10mメッシュ(標高)は、日本全域をカバーしている。 
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（１）地形モデル 

  ア 現況地形に用いるデータ 

詳細設計における地形データ精度は、地図情報レベル500が基本となるが、NNガイドラ

インでは施工情報として受け渡すモデル作成を対象としているため、適宜対応するものと

する。なお、現況地形を分解能の観点で精密に表現できるデータとして、航空レーザ測量、

地上レーザ測量、UAV等による公共測量等がある。 

 

イ 地形（現況）の３次元モデル 

地形（現況）の３次元モデルは、現況地形を表現できる精度や分解能を持ったデータか

ら作成する。作成に際して、基にしたデータ、補間方法、データ処理手順などを明記する。 

用地境界、地下埋設物等の施工上で重要な情報のうち詳細が不明確な場合は、施工時に

確認する旨が分かるように整理する。また、土地利用種別、現況施設構造物については、

BIM/CIMの活用に応じて詳細度を設定するものとする。 

設計時における現況地形に係る設計条件や重要事項、配慮事項は、モデル内での見落と

しが生じないように、地形（現況）の３次元モデルに付与や関連付けすることが望ましい。 

＜設計時における現況地形に係る設計条件、重要事項や配慮事項の例＞ 

・地質情報（地盤改良、鋼矢板護岸等） 

・現況構造物、近接構造物、地下埋設物（光ファイバー通信管路等） 

・用地境界及び境界杭 

・環境情報（重要種や貴重種などの生物情報や文化財、景観重要構造物等） 

＜測量成果活用における参考資料＞ 

各段階における設計に必要なデータを表3-3に示す。また、BIM/CIM設計に用いる測量

データのメッシュ間隔については、現況地形が十分に再現できることの検討が必要である

（図3-1、図3-2 参照）。 

なお、測量成果から設計への３次元データとしての受渡しについては、「農林水産省農

村振興局測量作業規程 令和３年２月」に準拠する。 

 
 
「測量成果の作成について」（「農林水産省農村振興局測量作業規程 第 533 条」抜粋） 
３次元点群データファイルの作成： 

 三次元点群データファイルの作成とは、製品仕様書に従ってグランドデータ又は変換した

構造物データから三次元点群データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 
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表 3-3 設計に必要なデータ（測量成果） 

段階 必要なデータ 
移行期間 
２次元設計成果の 
３次元図化 

TS測量成果 ※座標情報は平面図に含めて記載 
TS測量からの３次元地形 
LPデータ（1mメッシュ標高程度） 
３次元計測 

BIM/CIM 設計 
３次元による設計 

３次元測量成果 
３次元設計では、サーフェスデータの測量成果が必要となる。 
 地形データのメッシュ間隔は現況地形が十分に再現できるメッシュ間隔の検討

が必要となる。 
 地形データがメッシュデータで提供される場合、ラスターデータへの変換などの

用途を考慮して座標系に沿った並びが望ましい 
 

 
出典：CIM 技術検討会 平成 27 年度報告【別冊資料】 

図 3-1 メッシュ間隔の違いによる地形の再現の違い 

※ 地形データのメッシュ間隔は現況地形が十分に再現できるメッシュ間隔の検討が必

要となる。 
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出典：CIM 技術検討会 平成 27 年度報告【別冊資料】 

図 3-2 航空写真をオーバーレイした場合の見え方 

※ 合意形成モデルの鳥瞰イメージでは標高メッシュの地形再現性の差が航空写真で隠

される 

 

（２）土工形状モデル 

土工形状モデルは、情報化施工等のICT技術を活用したICT土工で定められた３次元データ       

交換標準に従いモデル化やファイル作成を行う。 

・「LandXML1.2に準じた３次元設計データ交換標準（案）（略称：J-LandXML）」 

 （国土交通省国土技術政策総合研究所） 

・「LandXML1.2に準じた３次元設計データ交換標準の運用ガイドライン（案）」 

 （国土交通省大臣官房技術調査課） 

 

（３）仮設工モデル 

仮設工は、施工段階で改めて検討する場合が多く、設計段階の仮設工は工事を発注するた

めに実施可能な工法で積算する側面があるため、施工段階でモデル化する方が効果的な場合

がある。特に施工ステップは、工事発注の区間や期間、施工方法などでも変化するため、設

計段階よりも施工段階で作成した方が効果的である。 
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3.2. BIM/CIM モデル活用 

 

 土工の設計段階におけるBIM/CIMモデルの活用事例を以下に示す。 

 

【解説】 

「設計業務照査の手引書（案）」におけるフローチャート（頭首工の例）を次に示す。 

※図中の着色したものについて、以下に「活用項目」として事例を記載している。 

 

設計務を実施する中でBIM/CIMモデルを作成又は更新するとともに、従来の設計業務におけ

る確認作業を効率化・高度化するためにBIM/CIMモデルを活用する。 
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図 3-3 照査フローの例（ほ場整備工） 

※
図
中
の
着
色
し
た
も
は
「

N
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ガ
イ
ド
ラ
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ン
 
第
３
編
 
ほ
場
整
備
工
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」
で

事
例
を
記
載
し
て
い
る
。
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3.2.1. 現地調査 

（１）活用内容 

貸与資料を基に現地調査を効率化・高度化するため、現況施設の状況、予定地周辺の河川の

状況、地形、地質、近接構造物及び土地利用状況、河川の利用形態等を把握し、合わせて工事用

道路、仮排水路、施工ヤード等の施工の観点から現地状況をBIM/CIMモデルを活用し把握、整

理するものとする。 

 

 【活用事例】 

・各種の貸与資料から、現況地形、既設構造物、重要インフラ施設などをモデル化。 

・視覚化したモデルにより現地状況を確認するとともに、後工程の施工計画等の照査に活用す

る。 

 

  

図 3-4 現地踏査において活用する BIM/CIM モデルの例 

 

（２）BIM/CIMモデルの活用方法 

 「現地調査」で把握した情報を地形モデル等に反映し３次元的に確認するとともに、これら

の情報を後工程に引き継ぐことで、業務の高度化、効率化を図る。 

 

【解説】 

「現地調査」における確認内容と、そのためにBIM/CIMモデルを活用する場合のBIM/CIMモ

デルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 

 

次表の「確認内容及びBIM/CIMモデルの要件」の定義については以下のとおりである。 
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確認内容： 

『設計業務照査の手引書（案）』の照査項目一覧表の照査内容等を参考に、照査内容等のうち

BIM/CIM モデルの活用が期待される内容を設定している（下線部）。なお、設定した項目以外

における BIM/CIM モデルの活用を妨げるものではない。 

 

BIM/CIM モデル作成のポイント： 

作業負担を考慮の上、確認内容で活用する BIM/CIM モデルを効果的に作成するための留意

事項を示したものである。 

 

BIM/CIM モデルの種類： 

活用する BIM/CIM モデルを構成する主な BIM/CIM モデルの種類を示したものである。必

要に応じて、ここで示す種類以外の BIM/CIM モデルについても組み合わせることとする。 

 

詳細度（※）： 

BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM

モデルの詳細度の目安を示したものである。 

 

属性情報等（※）： 

BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM

モデルの属性情報や参照資料の目安を示したものである。各事業の性質や後工程での活用を考

慮して、適宜取捨選択することとする。 

 

（※）最終的な設計成果物として納品する BIM/CIM モデルの詳細度及び属性情報等について

は、『３次元モデル成果物作成要領（案）』において示すが、ここで示すものは最終的な設

計成果物に至るまでの各段階における目安を示したものであることに留意されたい。 
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表3-4 「現地調査」における確認項目及びBIM/CIMモデルの要件（ほ場整備工の例） 

No. 

確認内容 
※下線部は照査内容の 
うち、BIM/CIM の活用 

が期待される項目 

BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

地形・地質（特殊土壌地帯）・

土地利用等現地の状況を把

握しているか 

・線的な物件は線形モ 
デル又は簡単な構造

物モデルでよい。 
・周辺の土地利用状況

など面的に表現する

場合はサーフェスな

どで領域を示す。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル ～200 

・地形・地質条

件 
・現地状況及び

施設等の情

報 

2 
土壌調査・地耐力調査の結果

を把握しているか 
・サーフェスなどで領

域を示す。 
・地形モデル 
・地質・土質モデル ～200 

・土壌の物理

性、理化学性 

3 

道路状況・河川状況を把握し

ているか 
・サーフェスなどで領

域を示すか、２D 図
面を地形サーフェス

へマッピングする等

して表現する。 

・地形モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル ～200 

・把握した各状

況の情報 

4 
周辺の環境状況を把握して

いるか － － － 

（・周辺環境の

情報・環境調

査等の資料） 

5 

支障物件の状況及びその処

理方針を把握しているか 
・線的な物件は線形モ 
デル又は簡単な構造

物モデルでよい。 
・面的に表現する場合

はサーフェスなどで

領域を示す。 

・地形モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル 

～200 

・支障物件の情

報 

6 
施工時の注意事項を把握し

ているか － － － 

（・施工条件） 

※確認項目：設計業務照査の手引書（案）9.ほ場整備工を参考 
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3.2.2. 設計図作成（計画一般図） 

（１）活用内容 

 BIM/CIMモデルを活用して構造物の位置、断面形状、構造形式及び地盤条件と基礎形式の整

合が適切に取られているかの確認を行う。また、埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施

工条件が設計計画に反映されているかの確認を行うものとする。 

 

【活用事例】 

・現況地形（点群データ）と頭首工をBIM/CIMモデル化し、統合モデルを作成し、既設構

造物との不整合がないかの確認をする。 

 

 

 

 
図3-5 構造設計（一般図作成）において活用するBIM/CIMモデルの例 
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図 3-6 区画整理工事にBIM/CIMを活用した例 
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（２）BIM/CIMモデルの活用方法 

 「構造設計（一般図作成）」に該当する情報をBIM/CIMモデル化し、３次元的に確認するこ

とで、一般図作成段階における設計確認の高度化、効率化を図る。 

【解説】 

「構造設計（一般図作成）」における確認内容と、そのためにBIM/CIMモデルを活用する場合

のBIM/CIMモデルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 

表の項目の解説については、「3.2.1.（2）BIM/CIMモデルの活用方法」を参照。 

 

表3-5 「構造設計（一般図作成）」における確認項目及びBIM/CIMモデルの要件 

No. 

確認内容 

※下線部は照査内容の

うち、BIM/CIMの活用

が期待される項目 

BIM/CIMモデル作成のポイ

ント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 

詳細度 属性情報等 

1 

計画一般図に必要な項

目が記載されているか

（水位、地質条件等） 

・主構造物は外形形状を正確

に表現するが、付帯工などは

詳細度200程度とし補足情報

を参照資料として付与する

ことでよい 

地形モデル 

地質・土質モデル

線形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～300

・設計基本情

報 

・設計計算書

等 

     ※確認項目：設計業務照査の手引書（案）２．頭首工を参考 
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3.2.3. 設計図作成（構造詳細図） 

 

（１）活用内容 

 基礎工、地盤処理工、本体工、ゲート工、付帯工等の設計図（詳細図）を構成する要素をBIM/CIM

モデルとして作成し設計の確認に活用するものとする。 

 

【活用事例】 

 頭首工工事において、機械設備と土木構造物との取り合い詳細の作成事例。 

 

 

 

図 3-7 構造設計（詳細図作成）において活用するBIM/CIMモデルの例 
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【活用事例】 

区画整理工事において、圃場高さと付帯施設の関係性を確認することにより、設計ミスや再施

工のリスクを低減した作成事例。 

 

 

図 3-8 ほ場整備設計（区画整理）において活用するBIM/CIMモデルの例 
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（２）BIM/CIMモデルの活用方法 

 「構造設計（詳細図作成）」に該当する情報をBIM/CIMモデル化し、３次元的に確認すること

で、詳細図作成段階における設計確認の高度化、効率化を図る。 

 

【解説】 

「構造設計（詳細図作成）」における確認内容と、そのためにBIM/CIMモデルを活用する場

合のBIM/CIMモデルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 

 

表の項目の解説については、「3.2.1（2）BIM/CIMモデルの活用方法」を参照。 

 

表3-6 「構造設計(詳細図作成)」における確認項目及びBIM/CIMモデルの要件（1/2） 

No. 

確認内容 

※下線部は照査内 

容のうち、 

BIM/CIMの活用が

期待される項目 

BIM/CIMモデル作成の 

ポイント 

使用する主な

BIM/CIM 
モデルの種類 

詳細度 属性情報等 

1 
使用材料は計算書と

一致しているか 

・使用材料情報は属性情報等と

して付与する 

土工形状モデル 

構造物モデル 
～400 

・使用材料情報 

・設計計算書等 

2 
図面が明瞭に描かれ

ているか（構造と寸

法線の使い分け等） 

・寸法、注記情報等を付与する場

合は３次元モデル表記標準（案）

を参考とする 

線形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 
・注記情報記載 

の図面等 

3 

計算結果に基づいた

適切な配筋がされて

いるか 

・干渉確認部以外で配筋の

BIM/CIMモデル化を省略する

場合は２次元図面を参照情報と

して付与する 

・継手部の位置は簡易なモデル

（マーク表記可）で表現する場

合は継手の種別（重ね継手、圧接

継手、機械式継手など）を属性情

報として付与する 

構造物モデル ～400 

・設計計算書等 

・配筋図 

・継手種別情報 

 

4 

水位、設計条件が図

面に明示されている

か － 

地形モデル 

地質・土質モデル 

線形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 ・設計計算書等 

5 
分かり易い注意が記

載されているか 

・重要な注記事項は３次元モデ

ル表記標準（案）を参考に表記す

る 

地形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 
・注記情報 

記載の図面等 

   ※確認項目：設計業務照査の手引書（案）２．頭首工を参考   
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3.2.4. 施工計画 

 

（１）活用内容 

 当該工事で必要となる仮設の構造・撤去等の工事の順序と施工方法を検討し、必要な情報を

BIM/CIMモデル化し、これを活用して受発注者間で最適な施工計画案を策定する。 

 

【解説】 

施工計画内容は、下記に示すものとする。なお、寸法の表示は、構造物の概要が判断できる

主要寸法のみとする。 

①施工条件、②施工方法、③掘削計画、④工程計画、⑤動態観測の方法（計測が必要な場

合）⑥工事機械、仮設備とその配置、⑦環境保全対策、⑧安全対策 

 

【活用事例】 

・施工計画の主要なステップについて、施工機械及び仮設構造物を３次元モデル化し、作業ヤ

ード及び施工機械の配置計画を反映した施工モデルを作成。 

・作成したモデルに時間を属性情報として付与し、４Ｄ（３Ｄ+時間）シミュレーションモデル

を作成し、施工時の工程の視覚化による合意形成の効率化を図った。 

 

 

図3-9 施工計画において活用するBIM/CIMモデルの例（1） 
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【活用事例】 

・既設鉄橋、仮設工事用道路と運搬車両を３次元モデル化し、統合モデルを作成。 

既設鉄橋下の運搬車両とのクリアランスを視覚化し、施工計画に活用した。 

 

 

図3-10 施工計画において活用するBIM/CIMモデルの例（2） 
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（２）BIM/CIMモデルの活用方法 

 「施工計画」では計画の検討等に必要な情報をBIM/CIMモデルを活用し３次元的に確認す

ることで、施工計画検討の高度化、効率化を図る。 

 

【解説】 

「施工計画」における確認内容と、そのためにBIM/CIMモデルを活用する場合のBIM/CIMモ

デルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 

 

表の項目の解説については、「3.2.1（2）BIM/CIMモデルの活用方法」を参照。 

 

表3-7 「施工計画」における確認項目及びBIM/CIMモデルの要件 

No. 

確認内容 

※下線部は照査内容の 

うち、BIM/CIMの活用

が期待される項目 

BIM/CIMモデル作成 

のポイント 

使用する主な 

BIM/CIM 

モデルの種類 

詳細度 属性情報等 

1 施工法は適正か 

・施工方法、施工手順は、主たる

BIM/CIMモデルとは別に作成して

もよい 

・設計－施工間の情報連携を目的

とした４次元モデル活用の手引き

（案）を参考に作成する 

地形モデル 

構造物モデル 
～200 

・施工への申

し送り情報 

2 

 

工事中の湧水処理は適

正か 

 

・施工方法、施工手順は、主たる

BIM/CIMモデルとは別に作成して

もよい 

・設計－施工間の情報連携を目的

とした４次元モデル活用の手引き

（案）を参考に作成する 

・施工方法、施工手順は、主たる

BIM/CIMモデルとは別に作成して

もよい 

・設計－施工間の情報連携を目的

とした４次元モデル活用の手引き

（案）を参考に作成する 

地形モデル 

構造物モデル 
～200 

・施工への申

し送り情報 

※確認項目：設計業務照査の手引書（案）２．頭首工を参考 
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3.2.5 数量計算 

（１）活用内容 

 『土地改良工事数量算出要領（案）』に基づくとともに『土木工事数量算出要領（案）に対応

するBIM/CIMモデル作成の手引き（案）』を参考とし、BIM/CIMモデルを活用して数量の算出

を行う。算出した結果等についてはBIM/CIMモデルの属性情報等として付与するものとする。 

 

【活用事例】 

樋門工構造物モデルを活用しコンクリート体積、型枠面積の数量算出事例 

・従来手法（平均断面法）よりもBIM/CIMモデル（３次元CADによる自動算出）のほうがより

精度の高い数量が算出可能。 

・従来手法（平均断面法）での計算断面に現れない土層も、BIM/CIMモデルでは正確に数量算

出可能。 

 

コンクリート体積算出 

BIM/CIMモデルでコンクリート体積の自動算出が可能となる。 

 

 

図 3-11 数量計算において活用するBIM/CIMモデルの例（1） 

  



 

52  

型枠面積算出 

型枠のポリゴンを作成し、型枠面積の自動算出が可能となる。

 

図 3-12 数量計算において活用するBIM/CIMモデルの例（2） 
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（２）BIM/CIMモデルの活用方法 

「数量計算」ではBIM/CIMモデルを活用した数量の算出、算出した数量情報等を属性情報等と

して付与し確認を行うことで、業務の高度化、効率化を図る。 

 

【解説】 

「数量計算」における確認内容と、そのためにBIM/CIMモデルを活用する場合のBIM/CIMモ

デルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 

 

表の項目の解説については、「3.2.1.（2）BIM/CIMモデルの活用方法」を参照。 

 

表 3-8 「数量計算」における確認項目及びBIM/CIMモデルの要件 

No 

確認内容 

※下線部は照査内容の 

うち、BIM/CIM の活 

用が期待される項目 

BIM/CIM モデル作成の 

ポイント 

使用する主な 

BIM/CIM 

モデルの種類 

詳細度 属性情報等 

1 

数量計算は適用基準及

び打合せ事項と整合し

ているか（有効数値、 

取り、単位、区分等） 

・『土地改良工事数量算出要領

（案）』及び『土工事数量算出

要領（案）に対応するBIM/CIM

モデル作成の手引き（案）』を

参照するとともに、必要に応じ

モデルを分割し、必要な属性情

報を付与する。 

地形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 
・数量総括 

表など 

2 

数量取りまとめは、種

類毎、材料毎に打合わ

せに合わせてまとまっ

ているか 

・『土地改良工事数量算出要領

（案）』及び『土木工事数量算

出 要 領 （ 案 ） に 対 応 す る

BIM/CIMモデル作成の手引き

（案）』を参照 

地形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 
・数量総括 

表など 

3 
施工区分毎に土工図を

作成されているか 

・『土地改良工事数量算出要領

（案）』及び『土木工事数量算

出 要 領 （ 案 ） に 対 応 す る

BIM/CIMモデル作成の手引き

（案）』を参照 

地形モデル 

土工形状モデル 

構造物モデル 

～400 
・数量総括 

表など 

   ※確認項目：設計業務照査の手引書（案）２．頭首工を参考 
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【活用事例】 

「数量計算」ではBIM/CIMモデルを活用した数量の算出、算出した数量情報等を属性情報等と

して付与し確認を行うことで、業務の高度化、効率化を図る。 

 

 

図 3-13 試掘による岩盤分布図と現況の合成の例 

 

参考資料 

 
1.BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート 
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4. 施工 

 

施工段階では、前工程から引き継がれたBIM/CIMモデルを更新又は新たにBIM/CIMモデル

を作成し、このBIM/CIMモデルを活用して施工事業の効率化・高度化・品質向上に取り組むも

のとする。 
 
【解説】  
施工段階では、前工程から引き継がれたBIM/CIMモデルや施工段階で作成又は更新した

BIM/CIMモデルを活用して、建設施工の各段階で受発注者及び関係者間で立体的な形状情報に

より情報共有、合意形成を行うとともに、施工管理等における従来作業の効率化・高度化・品質

向上に取り組むものとする。  
また、施工段階で発生した各種情報をBIM/CIMモデルに付与し維持管理段階に引き継ぎ、活

用していく必要がある。 
ここでは、BIM/CIMモデル等を活用することで建設段階における効率化・高度化が図られてい

る事例を次に示すので、これらを参考にBIM/CIMモデルの活用に取り組まれたい。 
 

4.1 設計図書の照査  

4.1.1 活用内容 

 

設計図書の照査では、設計段階の２次元図面、設計段階で作成されたBIM/CIMを活用して、

BIM/CIMモデル、起工測量等で取得した測量データ（点群データ等）を用いて、現地地形、設

計図との対比、取合い、施工図等の確認について、視覚的に効率よく確認を行う。  
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【活用事例】 

・落石防護柵工の施工に先立ち、レーザースキャナーで周辺の点群データを取得し現地地形、

地盤高さを把握。 
・既設構造物ののり枠工、アンカー箇所をモデル化し、施工する支柱（根入れ長5m）の割り付

けの照査、モデルより変更数量の算出を実施。 
・作成したモデルは、施工計画や安全管理に活用できる。 

 

 

 

図4-1 設計図書の照査において活用するBIM/CIMモデルの例（1） 
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【活用事例】 

・本工事着手前に既にⅠ期線施工が行われていたことから、２次元図面の平面図・横断図では

表現しきれない盛土形状の断面変化位置等において、本工事対象物と既設構造物が干渉して

いる可能性があるため、照査を実施した。  
・UAV、地上レーザ測量による起工測量データから地形モデルを作成し、Ⅱ期線工事で施工す

る擁壁、盛土工のモデルと統合することで、既設構造物との干渉や土工形状の断面変化部な

どの確認を実施した。 

 

 

図4-2 設計図書の照査において活用するBIM/CIMモデルの例（2） 
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【活用事例】 

・地上型レーザースキャナーで現況を３次元測量し、「点」の集合体から「面」のデータに作成

し、３Ｄ設計データと比較することで切盛土量を算出することができ、土量算出の効率化が

図られた。 
 

 
図4-3 点群データから現況を三次元化 

 

 

図4-4 ２Ｄ図面を基に３Ｄ設計データを作成 
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図4-5 現況と計画の３Ｄ図の比較 

 

 

4.2 事業説明、関係者間協議  

4.2.1 活用内容  

 

事業説明や関係者間協議において、事業概要、施工方法、安全・環境対策など多岐にわたる事項

を正確に分かりやすく伝えるために、BIM/CIMモデルを活用する。  

 

【活用事例】  

・作業帯を３次元モデル化し、通行車両の走行性及び標識や信号機の視認性等を事前に確認するこ

とで、安全性の高い作業計画を策定することができ、発注者及び工事関係者への説明や近隣関係

者への理解促進が図られた。 

 

 

図4-6 事業説明、関係者間協議において活用するBIM/CIMモデルの例 
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4.3 施工方法（仮設備計画、工事用地、計画工程表）  

4.3.1 活用内容  

 

 仮設備の配置や施工手順、工事の進捗状況等をBIM/CIMモデルを活用し可視化することで、計

画の策定、関係者間での情報の共有を行い、事業推進の効率化・高度化を図る。 

 

【活用事例】 

・施工ステップの各段階における３次元モデルに時間軸を付与することで「施工方法及び工程等

の実現性」や「安全管理上」の留意点を確認した。  
・TSで取得した出来形情報をBIM/CIMモデルに反映、比較することで段階確認及び出来形管理

に活用できる。  
・鉄筋をモデル化することで配置方法を立体的に確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-7 施工方法（仮設備計画、工事用地、計画工程表）において活用する 

BIM/CIMモデルの例（1） 
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【活用事例】  

・起工測量で取得した地上レーザースキャナーの点群データと、3DCADソフトウェアの土工形

状自動描画機能を活用し、土量バランスを考慮した施工ヤードの計画を検討した。  
・従来は平均断面法等で土量算出を行っていたが、3DCADを活用することで掘削・盛土設計を

自動化することができ、数量が自動算出されるため、掘削・盛土バランスの取れた計画を効

率的に行うことができた。 

 

 

図4-8 施工方法（施工ヤード整備検討）において活用するBIM/CIMモデルの例（2） 
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4.4 施工管理（品質、出来形、安全管理）  

4.4.1 活用内容 

 
 ３次元測量データやBIM/CIMモデル、通信機器などを活用することで、ICT施工や段階確認、

出来形計測、安全管理の効率化、高度化を図る。 
 
【活用事例】 
・法枠工の出来形管理において、UAV測量から得られる点群データを用いてパソコン画面上で

の出来形計測、監督検査を実施した。  
・高所での危険作業の低減及び監督検査業務における受発注者双方の省力化が図られた。 

 

 
図4-9 施工管理（品質、出来形、安全管理）において活用するBIM/CIMモデルの例 
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4.5 既済部分検査等  

4.5.1 活用内容  

 

 ３次元測量やICT施工で得られる施工履歴データなどの３次元データを利用して、出来高部

分払いの数量を算出し、既済部分検査等に３次元データを活用することができる。  
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4.6 工事完成図（主要資材情報含む）  

4.6.1 活用内容 

 

施工段階で作成又は更新したBIM/CIMモデルを完成形のBIM/CIMモデルとして作成する。

このBIM/CIMモデルに施工段階で使用した主要材料情報や品質管理情報、出来形管理情報を

属性情報等として付与することで、維持管理段階における施工段階の情報確認の効率化、高度

化を図る。  
付与する属性情報等については、受発注者間で事前に協議するものとする。 

 
【活用事例】 
・施工した材料等の品質情報を属性情報等として付与。 
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5. 維持管理 

5.1 維持管理におけるBIM/CIMモデルの活用例  

BIM/CIMモデルには、建設生産・管理の各段階で得られた各種情報を属性情報等として付与す

ることができるため、維持管理の各業務で必要な情報をBIM/CIMモデルから取り出し活用するこ

とができる。  

 

【解説】  

下表に、維持管理段階での日常時・災害時に分けてBIM/CIMモデルの活用例を示す。活用場面

によっては、必要な属性情報等を設計ないし施工段階のBIM/CIMモデルで付与しておくか、維持

管理段階移管時に設計、工事の電子成果品等からBIM/CIMモデルに紐付ける必要がある。なお、

発注者は維持管理段階に必要な属性情報等について設計・施工段階であらかじめ協議して整理し

ておくものとする。 
 

表5-1 維持管理段階でのBIM/CIMモデル活用例（日常時） 
活用場面 

（ユースケース） 
概要 

活用する納品データ 
（ ）内は段階 

変状箇所の面的な把

握  
UAV写真測量、車載写真レーザ測量、レーザスキャナ

（LS）等を用いて法面等を計測し、３次元データ（初期

値等）と比較することで、はらみ出し等の変状を面的に

把握することができる。  

・３次元データ（３次元

施工管理データ）（施工

段階） 
・法面等の計測結果（維

持管理段階）  
資料検索の効率化  ・擁壁等周辺構造物の損傷（漏水、クラック等）、舗装

損傷（クラック、ポットホール等）の原因究明におい

て、盛土材（材料、物性値等）、排水構造、現地盤（軟

弱地盤・安定処理）等の検索性が向上する。  
・舗装改良工事の計画検討の際、現地盤強度（路床等）

の検索性が向上する。  

・竣工書類（品質管理記

録等）（施工段階）  

 
表5-2 維持管理段階でのBIM/CIMモデル活用例（災害時） 

活用場面 

（ユースケース） 
概要 

活用する納品データ 

（）内は段階 

被災程度の把握等の

効率化  

・地震、豪雨等による被災後に、UAV測量、レーザス

キャナー（LS）等を用いて法面損壊等の被災箇所を

計測し、３次元データ（初期値等）と比較すること

で、被災程度の把握とともに、復旧対策に必要な土

量算出等の検討が効率化できる。 
・また、法面の変状を面的に把握することで、損壊等

の危険性を有する箇所の抽出が可能となる。  

・３次元データ（３次元施

工管理データ） （施工段

階）  

・被災箇所、法面等の計測

結果（維持管理段階）  

被災後調査における

情報確認  

・被災した盛土の損傷原因を検証する際に必要となる

盛土材（材料、物性値等）、排水構造、現地盤（軟

弱地盤・安定処理）、建設時災害記録等が容易に収

集できる。  

・竣工書類（品質管理記録、

工事写真記録等）（施工

段階）  
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【参考】維持管理段階での活用例 

【変状箇所の面的な把握】 

車載写真レーザ測量、レーザースキャナー（LS）等を用いて法面等を計測し、３次元データ（初期値等）

と比較することで、はらみ出し等の変状を面的に把握することができる。 

 

図5-1 法面のはらみ出し面的把握のイメージ 

 

＜活用する納品データ等＞：（ ）内は時期を示す。 

・３次元データ（３次元施工管理データ）（施工段階） 

・法面等の計測結果（維持管理段階） 

 
【被災程度の把握等の効率化】 

地震、豪雨等による被災調査時に、UAV測量、レーザースキャナー（LS）等を用いて法面損壊等

の被災箇所を計測し、３次元データ（初期値等）と比較することで、被災程度の把握とともに、復旧

対策に必要な土量算出等の検討が効率化できる。 
＜活用する納品データ等＞：（ ）内は時期を示す。 

・３ 次元データ（３次元施工管理データ） （施工段階） 
・被災箇所、法面等の計測結果（維持管理段階） 
 
 

         

     ３次元データ（初期値）       LS等による被災後の計測データ 

                          （被災程度の把握等） 

図5-2 法面災害調査時の３次元データ活用イメージ 
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